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第２章 神崎町一般会計に見る具体的な財政分析・財政点検 

 

１．議会費 

（１）議会費の性格 

議会費は、議会の活動に要する経費で、主に議員の報酬及び費用弁償、議会の運営等

の経費で構成されている。議会費の役割としては、町民の代表である町長及び議員のス

ムーズな議会運営がなされるよう必要な経費である。したがって、両者の立場に配慮す

るとその経費は特殊であり、例年同じ予算で構成されている。なお、歳出全体の決算額

に占める割合は、2％前後である。 

 

（２）議会費の推移（単位：千円、％） 

性質別 Ｈ１９参考 Ｈ２０ 構成比 対前年度 Ｈ２１ 構成比 対前年度 Ｈ２２ 構成比 対前年度 Ｈ２３ 構成比 対前年度 

人件費 48,301 41,604  96.1 △ 13.9 41,185  95.9 △ 1.0 41,338  96.0 0.4 55,691  97.0 34.7 

内職員給与 8,839 8,709  20.1 △ 1.5 8,507  19.8 △ 2.3 8,334  19.4 △ 2.0 8,415  14.7 1.0 

物件費 1,769 1,308  3.0 △ 26.1 1,390  3.2 6.3 1,309  3.0 △ 5.8 1,340  2.3 2.4 

補助費等 375 379  0.9 1.1 379  0.9 0.0 394  0.9 4.0 387  0.7 △ 1.8 

普通建設 0 0  0.0 - 0  0.0 - 0  0.0 - 0  0.0 - 

その他 0 0  0.0 - 0  0.0 - 0  0.0 - 0  0.0 - 

歳出合計 50,445 43,291  100.0 △ 14.2 42,954  100.0 △ 0.8 43,041  100.0 0.2 57,418  100.0 33.4 

国庫支出金 0 0  0.0 - 0  0.0 - 0  0.0 - 0  0.0 - 

県支出金 0 0  0.0 - 0  0.0 - 0  0.0 - 0  0.0 - 

一般財源 50,445 43,291  100.0 △ 14.2 42,954  100.0 △ 0.8 43,041  100.0 0.2 57,418  100.0 33.4 

その他 0 0  0.0 - 0  0.0 - 0  0.0 - 0  0.0 - 

財源内訳計 50,445 43,291  100.0 △ 14.2 42,954  100.0 △ 0.8 43,041  100.0 0.2 57,418  100.0 33.4 

 

（３）分析 

議会費は、上記の推移データをみてもわかるとおりそのほとんどが人件費（構成比

95％以上）で構成されている。注目すべき点は、2007（平成 19）年 8 月 1 日より、議

員定数を 16 議席から 10 議席となったため、2008（平成 20）年度の人件費 669 万円（対

前年度▲13.9％）が削減されている。2011（平成 23）年度において、人件費（対前年

度 34.7％）が増加している原因は、議員共済費が 1,468 万円増となっているためであ

る。 

 歳出に対する財源は、一般財源で賄われており国・県及びその他の財源はない。 
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２．総務費 

（１）総務費の性格 

総務費は、全般的な事務管理費（パソコンなどの通信関係や光熱水費等）、財産の維

持管理費（本庁舎や他の課に属さない施設等）、公用車の維持管理や一般的な職員の給

与など、多岐に渡っている。 

 

（２）総務費の推移（単位：千円、％） 

性質別 Ｈ１９参考 Ｈ２０ 構成比 対前年度 Ｈ２１ 構成比 対前年度 Ｈ２２ 構成比 対前年度 Ｈ２３ 構成比 対前年度 

人件費 282,188 267,140  41.5 △ 5.3 275,997  39.5 3.3 291,842  48.5 5.7 268,112  50.2 △ 8.1 

内職員給与 161,123 143,381  22.2 △ 11.0 145,981  20.9 1.8 145,599  24.2 △ 0.3 137,196  25.7 △ 5.8 

物件費 96,886 93,843  14.6 △ 3.1 123,025  17.6 31.1 129,667  21.6 5.4 136,807  25.6 5.5 

補助費等 46,938 40,293  6.3 △ 14.2 146,000  20.9 262.3 39,953  6.6 △ 72.6 30,488  5.7 △ 23.7 

普通建設 6,891 29,665  4.6 330.5 7,469  1.1 △ 74.8 8,352  1.4 11.8 25,040  4.7 199.8 

その他 169,511 213,539  33.1 26.0 145,941  20.9 △ 31.7 131,526  21.9 △ 9.9 74,060  13.9 △ 43.7 

歳出合計 602,414 644,480  100.0 7.0 698,432  100.0 8.4 601,340  100.0 △ 13.9 534,507  100.0 △ 11.1 

国庫支出金 286 314  0.0 9.8 105,140  15.1 33384.1 3,086  0.5 △ 97.1 584  0.1 △ 81.1 

県支出金 21,767 20,258  3.1 △ 6.9 17,408  2.5 △ 14.1 18,501  3.1 6.3 41,442  7.8 124.0 

一般財源 569,269 613,086  95.1 7.7 565,835  81.0 △ 7.7 561,039  93.3 △ 0.8 477,929  89.4 △ 14.8 

その他 11,092 10,822  1.7 △ 2.4 10,049  1.4 △ 7.1 18,714  3.1 86.2 14,552  2.7 △ 22.2 

財源内訳計 602,414 644,480  100.0 7.0 698,432  100.0 8.4 601,340  100.0 △ 13.9 534,507  100.0 △ 11.1 

 

（３）分析 

性質別にみていくと、人件費が 40％から 50％で毎年推移している。職員の新規採用

や退職がなければ人件費の大幅な増減はない。物件費においては、様々な電算処理シス

テム（一般的な PC ネットワークや税務や戸籍が使用するシステムなど）の経費が大部

分を占めている。この経費は、規模の小さい町（収入や人口の少ない町）にとって負担

が大きい傾向にある。 

補助費等で注目すべき点は、2009（平成 21）年度の定額給付金事業（1 億 288 万円）

である。定額給付金は、国の施策で経済の活性化を目的に補助金を設けた事業である。

例年の経費としては、各種団体への補助金や区長等の町コミュニティに対する補助金で

ある。普通建設事業費は、2008（平成 20）年度に庁舎外壁等改修工事（2,878 万円）、

2011（平成 23）年度に太陽光パネル設置工事（1,354 万円）及び循環バス購入（390

万円）などが挙げられる。 

 歳出に対する財源は、2009（平成 21）年度の定額給金（国の補助）を除いて、90％

以上が一般財源で賄われている。 
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３．民生費 

（１）民生費の性格 

貧困者などの生活を保障し、また、心身への障害を持つ者や、児童、高齢者など、社

会的弱者を援助することで、国民全体の社会生活の安全を維持する制度のための費用で

あり、その時代によって生じる社会的弱者の数に応じて、増減する性格を持った費用で

ある。項目では一般的に、障害者福祉、高齢者福祉、児童福祉、保育園の管理運営、生

活保護、福祉医療などであり、国民健康保険事業や後期高齢者医療事業の特別会計への

支出、広域連合で実施している介護保険事業への支出なども含まれる。 

 また、不況や失業など、貧困者の増加によって生じる税収入の減少に反比例し、費用

が増加する性格がある。近年においては、神崎町だけでなく、全国的に見ても、高齢化

や不況などの原因により、民生費は増加の一途にある。 

 

（２）民生費の推移（単位：千円、％） 

性質別 Ｈ１９参考 Ｈ２０ 構成比 対前年度 Ｈ２１ 構成比 対前年度 Ｈ２２ 構成比 対前年度 Ｈ２３ 構成比 対前年度 

人件費 123,032 125,575  26.0 2.1 128,961  23.7 2.7 135,913  20.2 5.4 123,324  17.9 △ 9.3 

内職員給与 107,441 108,881  22.5 1.3 110,093  20.2 1.1 115,555  17.2 5.0 104,171  15.1 △ 9.9 

物件費 33,187 33,405  6.9 0.7 33,890  6.2 1.5 33,964  5.0 0.2 42,121  6.1 24.0 

補助費等 24,818 29,797  6.2 20.1 33,017  6.1 10.8 30,946  4.6 △ 6.3 64,033  9.3 106.9 

普通建設 1,848 98  0.0 △ 94.7 9,233  1.7 9321.4 33,891  5.0 267.1 6,144  0.9 △ 81.9 

扶助費 125,048 124,334  25.7 △ 0.6 127,260  23.4 2.4 198,216  29.4 55.8 214,339  31.1 8.1 

繰出金 178,793 168,663  34.9 △ 5.7 210,346  38.6 24.7 238,451  35.4 13.4 238,264  34.5 △ 0.1 

その他 1,595 1,823  0.4 14.3 1,831  0.3 0.4 1,837  0.3 0.3 1,683  0.2 △ 8.4 

歳出合計 488,321 483,695  100.0 △ 0.9 544,538  100.0 12.6 673,218  100.0 23.6 689,908  100.0 2.5 

国庫支出金 42,431 41,403  8.6 △ 2.4 46,704  8.6 12.8 106,614  15.8 128.3 112,369  16.3 5.4 

県支出金 41,329 47,707  9.9 15.4 49,786  9.1 4.4 54,356  8.1 9.2 101,500  14.7 86.7 

一般財源 340,674 336,653  69.6 △ 1.2 396,590  72.8 17.8 461,904  68.6 16.5 427,167  61.9 △ 7.5 

その他 63,887 57,932  12.0 △ 9.3 51,458  9.4 △ 11.2 50,344  7.5 △ 2.2 48,872  7.1 △ 2.9 

財源内訳計 488,321 483,695  100.0 △ 0.9 544,538  100.0 12.6 673,218  100.0 23.6 689,908  100.0 2.5 

 

（３）分析 

 児童の人口は減少傾向にあるが、65 歳以上の高齢者人口が増加している。また、児童手

当等、制度改革による支給額が増加するとともに、その他、福祉サービス業務の増加等の

要因により、経費は年々増加傾向にある。 
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４．衛生費 

（１）衛生費の性格 

衛生費は、町民が健康にして衛生的な生活の出来る環境を保持し、ごみ処理や環境対策、病気

予防のための各種健康診断等に使われるものである。神崎町の予算全体に占める衛生費の割合は、

ほぼ町予算の１割である 2 億 5,000 万円前後で推移してきたが、2011（平成 23）年度には 1 億

9,000 万円（予算全体の 6.3％）まで減少した。衛生費は、保健衛生費と清掃費の 2 項に分かれて

おり、保健衛生費は、①保健衛生総務費、②予防費、③環境衛生費の 3 目となっている。まず、

保健衛生総務費は、職員の人件費がほとんどであるが、委託料として母子保健事業等各種健康診

断委託料や扶助費としての乳幼児医療費助成金も含まれている。次の予防費の多くは委託料が占

めている。その主なものは、がん検診・結核検診・予防接種・健康診査等の経費である。 

環境衛生費は、環境衛生及び公衆衛生に関する費用であり、具体的には、水質検査事業、生活

排水処理対策事業、公害対策事業、ごみ減量化推進事業、住宅用太陽光発電設備導入促進事業等

があげられる。清掃費は、①清掃総務費、②塵芥処理費に 2 目に分かれており、清掃総務費の多

くは、ごみ処理の経費である。神崎町の場合、ごみ処理を香取広域市町村圏事務組合で行ってお

り、当該組合の負担金が予算のほとんどを占めている。 

 

（２）衛生費の推移（単位：千円、％） 

性質別 Ｈ１９参考 Ｈ２０ 構成比 対前年度 Ｈ２１ 構成比 対前年度 Ｈ２２ 構成比 対前年度 Ｈ２３ 構成比 対前年度 

人件費 32,843 30,822  12.9 △ 6.2 31,863  12.7 3.4 26,884  11.8 △ 15.6 22,579  11.8 △ 16.0 

内職員給与 27,887 26,003  10.9 △ 6.8 26,556  10.6 2.1 22,251  9.7 △ 16.2 18,462  9.6 △ 17.0 

物件費 42,030 41,789  17.5 △ 0.6 43,331  17.3 3.7 45,198  19.8 4.3 51,851  27.1 14.7 

補助費等 162,515 157,888  66.2 △ 2.8 167,052  66.8 5.8 143,048  62.6 △ 14.4 99,183  51.8 △ 30.7 

普通建設 3,794 2,896  1.2 △ 23.7 1,026  0.4 △ 64.6 2,262  1.0 120.5 3,668  1.9 62.2 

その他 3,878 5,084  2.1 31.1 6,662  2.7 31.0 11,253  4.9 68.9 14,370  7.5 27.7 

歳出合計 245,060 238,479  100.0 △ 2.7 249,934  100.0 4.8 228,645  100.0 △ 8.5 191,651  100.0 △ 16.2 

国庫支出金 2,496 816  0.3 △ 67.3 248  0.1 △ 69.6 524  0.2 111.3 718  0.4 37.0 

県支出金 4,645 3,794  1.6 △ 18.3 4,049  1.6 6.7 5,901  2.6 45.7 11,729  6.1 98.8 

一般財源 227,672 223,301  93.6 △ 1.9 234,650  93.9 5.1 211,274  92.4 △ 10.0 168,243  87.8 △ 20.4 

その他 10,247 10,568  4.4 3.1 10,987  4.4 4.0 10,946  4.8 △ 0.4 10,961  5.7 0.1 

財源内訳計 245,060 238,479  100.0 △ 2.7 249,934  100.0 4.8 228,645  100.0 △ 8.5 191,651  100.0 △ 16.2 

 

（３）分析 

2011（平成 23）年度に一部事務組合（香取広域市町村圏事務組合負担金）への起債が完了し

たことにより、衛生費は大幅減となった。しかし、今後はごみ処理施設の長寿命化事業を実施す

ることが予定されており、負担金の増が見込まれる。環境衛生費が 2011（平成 23）年度におい

て、対前年比 360 万円の増となっているが、東日本大震災による浄化槽復旧支援事業等に要した

経費である。具体的には、震災ガレキ処理費用や浄化槽設置補助金の増加によるものである。こ

れら臨時的なものを除けば、2011（平成 23）年度で 330 万円増となった子ども医療費が経常的

経費としての増加要因といえる。 
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５．農林水産費 

（１）農林水産費の性格 

農林水産費は、主に農業関係（神崎町では稲作）の育成、維持管理に関する経費であ

る。神崎町では、営農組合が発展しており、集落ごとに共同で農業を行うのが特徴であ

る。そのような営農組合に対する指導や助言及び補助金はとても重要であり、農家の生

活と安定した農業基盤育成のために必要な経費である。 

 

（２）農林水産費の推移（単位：千円、％） 

性質別 Ｈ１９参考 Ｈ２０ 構成比 対前年度 Ｈ２１ 構成比 対前年度 Ｈ２２ 構成比 対前年度 Ｈ２３ 構成比 対前年度 

人件費 32,109 32,626  60.3 1.6 33,053  50.9 1.3 32,969  57.2 △ 0.3 33,738  51.6 2.3 

内職員給与 25,240 25,445  47.0 0.8 25,425  39.1 △ 0.1 25,010  43.4 △ 1.6 25,613  39.2 2.4 

物件費 3,083 3,771  7.0 22.3 3,549  5.5 △ 5.9 5,510  9.6 55.3 3,202  4.9 △ 41.9 

補助費等 16,108 16,734  30.9 3.9 23,404  36.0 39.9 15,098  26.2 △ 35.5 22,556  34.5 49.4 

普通建設 2,500 200  0.4 △ 92.0 4,295  6.6 2047.5 4,051  7.0 △ 5.7 5,846  8.9 44.3 

その他 1,062 816  1.5 △ 23.2 691  1.1 △ 15.3   0.0 △ 100.0   0.0 - 

歳出合計 54,862 54,147  100.0 △ 1.3 64,992  100.0 20.0 57,628  100.0 △ 11.3 65,342  100.0 13.4 

国庫支出金 0   0.0 -   0.0 -   0.0 -   0.0 - 

県支出金 9,922 10,456  19.3 5.4 11,143  17.1 6.6 10,131  17.6 △ 9.1 10,339  15.8 2.1 

一般財源 42,844 41,005  75.7 △ 4.3 51,228  78.8 24.9 42,409  73.6 △ 17.2 50,204  76.8 18.4 

その他 2,096 2,686  5.0 28.1 2,621  4.0 △ 2.4 5,088  8.8 94.1 4,799  7.3 △ 5.7 

財源内訳計 54,862 54,147  100.0 △ 1.3 64,992  100.0 20.0 57,628  100.0 △ 11.3 65,342  100.0 13.4 

 

（３）分析 

農業水産費の主な歳出は、人件費と補助費等で構成されている。人件費は、農業委員

報酬と職員給与で構成されており、例年ほぼ同じ経費で推移している。補助費等は、農

地・水・環境保全向上対策事業交付金（例年 350 万円前後）や千葉県水田農業構造改

革推進事業補助金（2008[平成 20]：709 万円、2009[平成 21]：922 万円）及び担い手

水田利活用高度化対策事業補助金（2010[平成 22]：329 万円、2011[平成 23]：789 万

円）などが挙げられる。そのほとんどが、農業の後継者育成や農業発展に対する補助金

で占められている。 

歳出に対する財源の内訳は、例年ほぼ同じで、一般財源が 75％前後で県支出金が 15％

前後で推移している。 
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６．商工費 

（１）商工費の性格 

商工費は、中小企業の指導育成や地域商工業の発展に資する経費など、地域振興に関

する経費である。神崎町では、町内に酒蔵が 2 件あり、古くから発酵に関する食品作り

が盛んな土地柄である。そのような土地柄もあって、2008（平成 20）年度から「酒蔵

まつり」を開催しており、町のキャッチフレーズも「発酵の里・こうざき」と銘打って、

地域振興及び町の PR を行っている。 

 

（２）商工費の推移（単位：千円、％） 

性質別 Ｈ１９参考 Ｈ２０ 構成比 対前年度 Ｈ２１ 構成比 対前年度 Ｈ２２ 構成比 対前年度 Ｈ２３ 構成比 対前年度 

人件費    0.0 -   0.0 - 316  7.1 - 282  3.7 △ 10.8 

内職員給与    0.0 -   0.0 - 316  7.1 - 282  3.7 △ 10.8 

物件費 22 499  13.8 2168.2 2,542  15.1 409.4 686  15.3 △ 73.0 1,523  20.0 122.0 

補助費等 3,105 3,125  86.2 0.6 3,135  18.6 0.3 3,455  77.3 10.2 5,716  75.1 65.4 

普通建設    0.0 - 11,187  66.3 -   0.0 △ 100.0   0.0 - 

その他    0.0 -   0.0 - 13  0.3 - 86  1.1 561.5 

歳出合計 3,127 3,624  100.0 15.9 16,864  100.0 365.3 4,470  100.0 △ 73.5 7,607  100.0 70.2 

国庫支出金    0.0 -   0.0 -   0.0 -   0.0 - 

県支出金    0.0 - 2,487  14.7 -   0.0 △ 100.0   0.0 - 

一般財源 3,127 3,624  100.0 15.9 12,288  72.9 239.1 4,396  98.3 △ 64.2 7,591  99.8 72.7 

その他    0.0 - 2,089  12.4 - 74  1.7 △ 96.5 16  0.2 △ 78.4 

財源内訳計 3,127 3,624  100.0 15.9 16,864  100.0 365.3 4,470  100.0 △ 73.5 7,607  100.0 70.2 

 

（３）分析 

商工費は、物件費と補助費等が占めており、例年の経費として、商工会への補助金

（280 万円）がある。物件費は、各種イベント（酒蔵まつり、駅からハイキングなど）

の消耗品などが挙げられる。2009（平成 21）年度の普通建設費（1,118 万円）は、旧

役場庁舎改修事業で、そこで地場産品の販売など地域振興に役立てるため、旧役場庁舎

を改修した。 

 歳出に対する財源は、一般財源で占められている。 
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７．土木費 

（１）土木費の性格 

土木費は、公共道路（主に町道）や橋の整備に要する経費である。道路や橋は、地域

住民の利便性や物流の基礎となるため、住民の関心も高い。限られた予算の中で、補修

及び新設を行い、生活環境の向上を目指している。 

 

（２）土木費の推移（単位：千円、％） 

性質別 Ｈ１９参考 Ｈ２０ 構成比 対前年度 Ｈ２１ 構成比 対前年度 Ｈ２２ 構成比 対前年度 Ｈ２３ 構成比 対前年度 

人件費 4,338 13,993  7.2 222.6 14,267  10.0 2.0 13,272  7.2 △ 7.0 13,762  7.6 3.7 

内職員給与 264 8,381  4.3 3074.6 8,156  5.7 △ 2.7 8,140  4.4 △ 0.2 8,243  4.6 1.3 

物件費 14,587 8,893  4.6 △ 39.0 6,082  4.2 △ 31.6 4,946  2.7 △ 18.7 74,632  41.4 1408.9 

補助費等 1,053 809  0.4 △ 23.2 726  0.5 △ 10.3 754  0.4 3.9 730  0.4 △ 3.2 

普通建設 94,667 166,431  86.1 75.8 119,676  83.5 △ 28.1 160,798  87.6 34.4 89,073  49.4 △ 44.6 

その他 2,674 3,253  1.7 21.7 2,561  1.8 △ 21.3 3,764  2.1 47.0 2,073  1.1 △ 44.9 

歳出合計 117,319 193,379  100.0 64.8 143,312  100.0 △ 25.9 183,534  100.0 28.1 180,270  100.0 △ 1.8 

国庫支出金    0.0 - 400  0.3 -   0.0 △ 100.0   0.0 - 

県支出金 1,787 287  0.1 △ 83.9 315  0.2 9.8 5,315  2.9 1587.3 60,176  33.4 1032.2 

一般財源 87,077 146,994  76.0 68.8 106,317  74.2 △ 27.7 137,060  74.7 28.9 119,617  66.4 △ 12.7 

その他 28,455 46,098  23.8 62.0 36,280  25.3 △ 21.3 41,159  22.4 13.4 477  0.3 △ 98.8 

財源内訳計 117,319 193,379  100.0 64.8 143,312  100.0 △ 25.9 183,534  100.0 28.1 180,270  100.0 △ 1.8 

 

（３）分析 

土木費の特徴としては、普通建設費の占める割合が高い。これは、道路や橋の建設に

必要な経費である。2008（平成 20）年度以前から国庫交付金を利用した補助事業の道

路改築を行い、町の負担を軽減するなど対策を行っている。単独事業としては、年に 1

〜 2 本の維持工事をしている。2011（平成 23）年度の物件費（7,463 万円）について

は、緊急雇用創出事業（5,985 万円）があり、単年度の県補助事業である。 

 歳出に対する財源は、一般財源が 75％前後で推移している。 
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８．消防費 

（１）消防費の性格 

消防費は、火災等の災害から地域住民の生命及び財産を守るための経費である。 

 

（２）消防費の推移（単位：千円、％） 

性質別 Ｈ１９参考 Ｈ２０ 構成比 対前年度 Ｈ２１ 構成比 対前年度 Ｈ２２ 構成比 対前年度 Ｈ２３ 構成比 対前年度 

人件費 4,990 4,655  3.5 △ 6.7 4,463  3.2 △ 4.1 4,560  3.6 2.2 4,766  3.7 4.5 

内職員給与 233   0.0 △ 100.0 41  0.0 - 93  0.1 126.8 354  0.3 280.6 

物件費 3,902 5,247  3.9 34.5 14,496  10.5 176.3 2,848  2.2 △ 80.4 5,242  4.0 84.1 

補助費等 123,337 123,185  92.6 △ 0.1 118,572  86.2 △ 3.7 114,771  89.5 △ 3.2 120,325  92.2 4.8 

普通建設 315   0.0 △ 100.0 100  0.1 - 6,080  4.7 5980.0   0.0 △ 100.0 

その他 16   0.0 △ 100.0   0.0 -   0.0 - 210  0.2 - 

歳出合計 132,560 133,087  100.0 0.4 137,631  100.0 3.4 128,259  100.0 △ 6.8 130,543  100.0 1.8 

国庫支出金    0.0 -   0.0 -   0.0 -   0.0 - 

県支出金    0.0 -   0.0 - 5,027  3.9 -   0.0 △ 100.0 

一般財源 130,837 132,339  99.4 1.1 135,367  98.4 2.3 122,745  95.7 △ 9.3 130,543  100.0 6.4 

その他 1,723 748  0.6 △ 56.6 2,264  1.6 202.7 487  0.4 △ 78.5   0.0 △ 100.0 

財源内訳計 132,560 133,087  100.0 0.4 137,631  100.0 3.4 128,259  100.0 △ 6.8 130,543  100.0 1.8 

 

（３）分析 

神崎町の特徴としては、町の面積が小さいため、常備消防（専門的な消防職員が常時

待機している消防署がある）を成田市に委託している。その他の経費は、消防団の維持

管理費で構成されている。 
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９．教育費 

（１）教育費の性格 

教育費の歳出全体としては、2008（平成 20）年度（2 億 2,741 千円）から 2010（平成 22）年

度（4 億 3,140 万円）まで増加し続け、2011（平成 23）年度（2 億 8,448 万円）に大きく減少し

ている。項目別に見ていくと、人件費、特に職員給与については毎年減少している。物件費・補

助費等は多少の増減はみられるものの、ほぼ横ばいである。普通建設費については、2008（平成

20）年度から 2009（平成 21）年度にかけて 1,508 万円増加し、2009（平成 21）年度から 2010

（平成 22）年度にかけても 2 億 655 万円増加しており、2010（平成 22）年度は教育費の半分を

占めている。2010（平成 22）年度から 2011（平成 23）年度にかけては 1 億 4,918 万円減少して

いる。全体決算額のなかで教育費が占める割合は、2010（平成 22）年度を除き、9.4％～9.9％程

度となっており、類似団体と比較しても 3～7 ポイント程度低い値となっている。2010（平成 22）

年度は 15.6%となっているが、類似団体と同程度の割合となっている。2010（平成 22）年度が

15.6％と突出している原因としては、性質別決算をみると普通建設費が大きく増えていることに

よるものである。 

 

（２）教育費の推移（単位：千円、％） 

性質別 Ｈ１９参考 Ｈ２０ 構成比 対前年度 Ｈ２１ 構成比 対前年度 Ｈ２２ 構成比 対前年度 Ｈ２３ 構成比 対前年度 

人件費 99,596 98,794  43.4 △ 0.8 90,307  35.5 △ 8.6 82,827  19.2 △ 8.3 83,184  29.2 0.4 

内職員給与 74,446 73,856  32.5 △ 0.8 64,886  25.5 △ 12.1 60,650  14.1 △ 6.5 60,143  21.1 △ 0.8 

物件費 108,684 116,026  51.0 6.8 134,324  52.9 15.8 109,111  25.3 △ 18.8 115,061  40.4 5.5 

補助費等 7,677 7,952  3.5 3.6 6,774  2.7 △ 14.8 6,559  1.5 △ 3.2 7,318  2.6 11.6 

普通建設 5,074 720  0.3 △ 85.8 15,802  6.2 2094.7 222,349  51.5 1307.1 73,169  25.7 △ 67.1 

その他 3,306 3,919  1.7 18.5 6,825  2.7 74.2 10,555  2.4 54.7 5,751  2.0 △ 45.5 

歳出合計 224,337 227,411  100.0 1.4 254,032  100.0 11.7 431,401  100.0 69.8 284,483  100.0 △ 34.1 

国庫支出金 - 363  0.2 - 11,214  4.4 2989.3 116,160  26.9 935.8 28  0.0 △ 100.0 

県支出金 2,293 1,075  0.5 △ 53.1 239  0.1 △ 77.8 205  0.0 △ 14.2 72  0.0 △ 64.9 

一般財源 184,812 189,061  83.1 2.3 207,457  81.7 9.7 228,225  52.9 10.0 254,556  89.5 11.5 

その他 37,232 36,912  16.2 △ 0.9 35,122  13.8 △ 4.8 86,811  20.1 147.2 29,827  10.5 △ 65.6 

財源内訳計 224,337 227,411  100.0 1.4 254,032  100.0 11.7 431,401  100.0 69.8 284,483  100.0 △ 34.1 

 

（３）分析 

歳出は 2010（平成 22）年度が特に大きくなっている。原因としては神崎中学校屋内運動場の

耐震補強工事及び大規模改造工事を実施したためである。しかし、耐震補強事業は交付金と地方

債を活用しているため、同年の国庫支出金による歳入が前年に比べ大幅に増加（約 1 億 5,000 万

円）し、地方債も増加（5,630 万円）している。一般財源としては 2,077 万円程度が増加してい

る。また、2009（平成 21）年度まで特別会計としていた、「学校給食費」（約 7,000 万円）が 2010

（平成 22）年度から教育費に含まれたことも増加の原因の一つとなっている。その他に「わくわ

く西の城」が 2010（平成 22）年度から指定管理に移行したことに伴い、管理運営費が約 1,000

万円程度減少している。 
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１０．災害復興費 

（１）災害復興費の性格 

災害復旧費は、洪水、台風、地震その他の災害により被害を受けた場合に、原形に復

旧するために要する経費である。2011（平成 23）年 3 月 11 日の東日本大震災により、

神崎町も多大なる被害（液状化等）を受けた。道路や水道施設も被害を受け、ライフラ

インの復旧に全力を投じた。 

 

（２）災害復興費の推移（単位：千円、％） 

性質別 Ｈ１９参考 Ｈ２０ 構成比 対前年度 Ｈ２１ 構成比 対前年度 Ｈ２２ 構成比 対前年度 Ｈ２３ 構成比 対前年度 

人件費    - -   - -   0.0 -   0.0 - 

内職員給与    - -   - -   0.0 -   0.0 - 

物件費    - -   - -   0.0 -   0.0 - 

補助費等    - -   - -   0.0 -   0.0 - 

普通建設    - -   - -   0.0 -   0.0 - 

災害復旧費  0  - - 0  - - 13,413  100.0 - 504,168  100.0 3658.8 

歳出合計 0 0  - - 0  - - 13,413  100.0 - 504,168  100.0 3658.8 

国庫支出金    - -   - -   0.0 - 337,476  67.8 - 

県支出金    - -   - -   0.0 - 5,352  1.1 - 

一般財源    - -   - - 13,413  100.0 - 154,573  31.1 1052.4 

その他    - -   - -   0.0 -   0.0 - 

財源内訳計  0  - - 0  - - 13,413  100.0 - 497,401  100.0 3608.4 

 

（３）分析 

災害復旧費の内訳は、職員の時間外（2010[平成 22]：216 万円、2011[平成 23]：205

万円）や水道事業への繰出金（2010[平成 22]：277 万円、2011[平成 23]：3,787 万円）

及び町道・農業用施設復旧工事の経費である。 
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１１．公債費 

（１）公債費の性格 

自治体が借り入れた地方債の元利償還費と一時借入金の利息の合計である。人件費、

扶助費ともに義務的経費のひとつとなっている。市町村にあっては府県からの貸付金の

返還金及びその利子が含まれる。 

 

（２）公債費の推移（単位：千円、％） 

性質別 Ｈ１９参考 Ｈ２０ 構成比 対前年度 Ｈ２１ 構成比 対前年度 Ｈ２２ 構成比 対前年度 Ｈ２３ 構成比 対前年度 

人件費    0.0 -   0.0 -   0.0 -   0.0 - 

内職員給与    0.0 -   0.0 -   0.0 -   0.0 - 

物件費    0.0 -   0.0 -   0.0 -   0.0 - 

補助費等    0.0 -   0.0 -   0.0 -   0.0 - 

普通建設    0.0 -   0.0 -   0.0 -   0.0 - 

公債費 415,736 409,559  100.0 △ 1.5 401,701  100.0 △ 1.9 395,090  100.0 △ 1.6 373,043  100.0 △ 5.6 

歳出合計 415,736 409,559  100.0 △ 1.5 401,701  100.0 △ 1.9 395,090  100.0 △ 1.6 373,043  100.0 △ 5.6 

国庫支出金    0.0 -   0.0 -   0.0 -   0.0 - 

県支出金    0.0 -   0.0 -   0.0 -   0.0 - 

一般財源 415,736 409,559  100.0 △ 1.5 401,701  100.0 △ 1.9 395,090  100.0 △ 1.6 373,043  100.0 △ 5.6 

その他    0.0 -   0.0 -   0.0 -   0.0 - 

財源内訳計 415,736 409,559  100.0 △ 1.5 401,701  100.0 △ 1.9 395,090  100.0 △ 1.6 373,043  100.0 △ 5.6 

 

（３）分析 

2007（平成 19）年度に公債費のピーク（4 億 1,573 万円）を迎え、その後減少して

いる。要因としては、ふれあいプラザ建設事業（1998[平成 10]年度から 2001[平成 13]

年度）や下総神崎駅前周辺整備事業（1997[平成 9]年度から 2003[平成 15]年度）によ

り地方債現在高が増えたが、その後、新規起債の抑制により地方債現在高も減少してい

るためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


